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１．はじめに 

  

高野町は和歌山県の東北部に位置し、東部が奈良県に北東部が橋本市に接しています。行政面

積は137.03㎢、そのうち90％が500ｍ以上の高地にありほとんどが山岳地です。特に高野山は

海抜800ｍの山岳盆地にあり、緑と歴史の重みにあふれたまちです。 

昭和になると交通機関が発達し、高野山のまちが修行のまちから参詣・観光地へと変わると、

下水による水質汚濁が問題となってきました。このため、昭和51年から公共下水道事業に着手し、

昭和56年に公共下水道の供用を開始することとなりました。その後、農業集落排水事業について

は、平成7年に事業着手し、平成10年に供用を開始しました。 

本町では農業集落排水事業のほかに、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、特定地

域生活排水処理事業、個別排水処理事業も行っており、広く下水道事業を実施することで下水道

の普及に努めています。農業集落排水事業につきましては、100人以上で集合処理が可能な地域

において単位処理区を設定し整備しております。 

近年、少子化による人口減少、施設の老朽化、東日本大震災を踏まえた災害対策のあり方など

下水道をめぐる環境は大きく変化しております。本町においても人口減少や少子高齢化の問題は

深刻であり、今後は施設の老朽化に伴う設備の更新や修繕費用の増大が見込まれております。 

こうした状況の中、将来に渡って生活に不可欠な下水道を安定的に提供していくことが可能と

なるように、中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定いたします。 

本計画においては、中長期的な視点から経営基盤の強化等に取り組むことができるよう、平成

29年度から平成38年度までの10年間を計画期間とします。今後、社会情勢の変化への対応や進

捗状況の検証を図るため、随時フォローアップを行い、必要に応じて計画の見直しを行います。 
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２．事業概要 

（１）事業の現況 

① 施設 

供 用 開 始 年 度 
（供用開始後年数） 

平成10年度 

（供用開始後18年） 

法適（全部適用・一部適用） 
非 適 の 区 分 

法非適用 

処理区域内人口密度 3.55人／ha 

流域下水道等への 
接 続 の 有 無 

無 

処 理 区 数 
１ 

（花坂処理区） 

処 理 場 数 
１ 

（花坂処理場） 

広域化・共同化・最適化 
実 施 状 況  ＊１ 

100人以上で集合処理が可能な地域においては単位処
理区を設定し特定環境保全公共下水事業及び農業集落
排水事業を整備しています。 

＊１ 「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。 

「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づ

くものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事

務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）

を指す。 

「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・

社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む）、③施設の統廃合（処理区の統廃

合を伴わない）を指す。 
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② 使用料 

（ア）一般家庭用使用料体系の概要・考え方 

現在の使用料体系は以下の通りです。 
 

用途種別 基本料金 人数割り 

家事用 一戸当たり2,200円 一人につき400円 

 

使用料は営業費用、支払利息等経営に要する費用を基に算出しています。平成26年4月

に料金改定しており現在のところ変更予定はありませんが、収益性や財政状態を分析・評

価し今後も適正な料金を追求していきます。 

 

（イ）その他の使用料体系の概要・考え方 

特別な営業等にかかる使用料ついては、町長が別に定めることとなっております。 

 

（ウ）20㎥あたりの使用料 

 

条例上の使用料＊２ 

（20㎥あたり） 

上記の使用料体系のため、使用し

た量（㎥）に関わらず、家族人数

によって使用料が決まります。な

お、家族人数を３人とした場合

は、3,400円です。 

実質的な使用料＊３ 

（20㎥あたり） 

平成25年度 2,571円 

平成26年度 2,766円 

平成27年度 2,592円 

＊２ 条例上の使用料とは、一般家庭における20㎥あたりの使用料をいう。 

＊３ 実質的な使用料とは、料金収入（使用料収入）の合計を有収水量の合計で除した値に20㎥を乗じたもの（家

庭用のみでなく業務用を含む）をいう。 

 

③ 組織 

高野町生活環境課では、水道事業とともに下水道事業を運営しています。生活環境課には

上下水道係と環境衛生係があり、上下水道係で、上下水道施設の工事全般、維持管理、事業

運営を行っております。 

生活環境課には現在11名の職員が配置されており、上下水道係９名のうち５名が下水道

に関する業務を行っています。 

下水道事業は農業集落排水事業のほかに、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、

特定地域生活排水処理事業、個別排水処理事業の全部で5事業ありますが、各事業の規模は

小さいため、公共下水道事業の職員が他の下水道事業と兼務する形をとっています。 
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（２）民間活力の活用等 

① 民間活の状況 

 

民 間 委 託 
（包括的民間委託を含む） 

施設維持管理業務等を民間業者に委託していま
す。 

指定管理者制度 
現在の民間委託を継続しつつ、民間委託の範囲

を見直していくことを予定していますので、指定
管理者制度については未検討です。 

ＰＰＰ・ＰＦＩ 
現在の民間委託を継続する方針のため、PPP・PFI

については未検討です。 

 

② 資産活用の状況 

 

エネルギー利用 
（下水熱・下水汚泥・発電等）＊４ 

費用対効果が図れないと判断し、エネルギー利
用は行っていません。 

土地・施設等利用 
（未利用土地・施設の活用等）＊５ 

投資に見合う収益が確保できるか不明なこと、
また、地方債元利償還金の負担が多額であること
から未検討です。 

＊４ 「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源（資産を含む）を用

いた収入増につながる取組を指す。 

＊５ 「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につなが

る取組を指す（単純な売却は除く）。 
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（３）経営比較分析表を活用した現状分析 

経営比較分析表は、別紙1のとおりです。 

 

① 経営の健全性・効率性 

（ア）収益的収支比率 

 

指標の意味 

使用料収入や一般会計からの繰入金等の総収益で、総費用に地方
債償還金を加えた費用をどの程度賄えているかを表す指標。 

単年度の収支が黒字であることを示す100％以上となっているこ
とが必要です。 

数値が100％未満の場合、単年度の収支が赤字であることを示して
いるため、経営改善に向けた取組が必要となります。 

算 定 式 
総収益

総費用＋地方債償還金
 × 100 

平成25年度 95.67％ 

平成26年度 78.98％ 

平成27年度 102.09％ 

分析コメント・

評  価 

平成27年度は３期ぶりに100％を超えましたが、一般会計繰入金に
よる収益の増加によるものです。今後もコスト削減と使用料の適正
化に取り組む必要があります。 

 

（イ）企業債残高対事業規模比率 

 

指標の意味 

使用料収入に対する地方債残高の割合であり、地方債残高の規模
を表す指標。 

明確な数値基準はありませんが、投資規模は適切か、料金水準は
適切か、必要な更新を先送りしているため地方債残高が少額となっ
ているに過ぎないかといった分析を行い、経営改善を図っていく必
要があります。 

算 定 式 
地方債現在高合計−一般会計負担額

営業収益−受託工事収益−雨水処理負担金
 × 100 

平成25年度 504.21％ （1,126.77％）＊６ 

平成26年度 436.09％ （1,044.80％）＊６ 

平成27年度 372.61％ （1,081.80％）＊６ 

分析コメント・

評  価 

新規の起債は無く、スケジュール通りの償還を行っており、当指
標は減少傾向にあります。他の類似団体と比較しても低い水準を保
っており、現状、財務的には安定していると言えます。 

＊６ （ ）は類似団体平均。以下、同様。 
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（ウ）経費回収率 

 

指標の意味 

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表
す指標であり、使用料水準等を評価することが可能です。 

経費回収率が100％を下回っている場合、汚水処理に係る費用が使
用料以外の収入により賄われていることを意味するため、適正な使
用料の確保及び汚水処理費の削減が必要となります。 

算 定 式 
料金収入（使用料収入）

汚水処理費（公費負担分を除く）
 × 100 

平成25年度 44.31％ （50.90％） 

平成26年度 45.13％ （50.82％） 

平成27年度 24.98％ （52.19％） 

分析コメント・ 

評  価 

毎期100％を大きく下回り、使用料で回収すべき経費が半分も賄え
ていない状態です。委託料や修繕費が増加していることにより、汚
水処理費が高いことが要因となっていますが、適正な使用料収入の
確保も検討する必要があります。 

 

（エ）汚水処理原価 

 

指標の意味 

有収水量１㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・
汚水維持管理費の両方を含めた汚水処理に係るコストを表す指標。 

明確な数値基準はありませんが、経年比較や類似団体との比較等
により自団体の置かれている状況を把握・分析することが求められ
ます。必要に応じて、投資の効率化や維持管理費の削減、接続率の
向上による有収水量を増加させる取組といった経営改善が必要とな
ります。 

算 定 式 
汚水処理費（公費負担分を除く）

年間有収水量
 

平成25年度 290.10円 （293.27円） 

平成26年度 306.39円 （300.52円） 

平成27年度 518.88円 （296.14円） 

分析コメント・

評  価 

類似団体平均よりも高く、経費回収率を引き下げる要因となって
います。汚水処理費のうち、維持管理費については内容を精査し、
コスト削減に努める必要があります。 
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（オ）施設利用率 

 

指標の意味 

施設・設備が１日に対応可能な処理能力に対する、１日平均処理

水量の割合であり、施設の利用状況や適正規模を判断する指標。 

明確な数値基準はありませんが、一般的には高い数値であること

が望まれます。 

経年比較や類似団体との比較等により自団体の置かれている状況

を把握し、数値が低い場合には、施設が遊休状態ではないか、過大

なスペックとなっていないかといった分析が必要です。 

算 定 式 
晴天時１日平均処理水量

晴天時現在処理能力
 × 100 

平成25年度 61.73％ （53.78％） 

平成26年度 64.20％ （53.24％） 

平成27年度 69.14％ （52.31％） 

分析コメント・

評  価 

施設の利用率は類似団体の平均よりも高く、施設利用の効率性は
ある程度保たれていると言えますが、水洗化率が100％の状態である
ことから、施設のスペックが過大ではないかという観点からの検討
が必要です。 

 

（カ）水洗化率 

 

指標の意味 

現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理
している人口の割合を表す指標。 

公共用水域の水質保全や、使用料収入の増加等の観点から100％と
なっていることが望ましいといえます。一般的に数値が100％未満で
ある場合には、汚水処理が適切に行われておらず、水質保全の観点
から問題が生じる可能性があり、使用料収入の確保の点からも、水
洗化率向上の取組が必要です。ただし、新たに管渠を整備する場合、
費用の増大につながるため、費用対効果を検証することが必要です。 

算 定 式 
現在水洗便所設置済人口

現在処理区域内人口
 × 100 

平成25年度 100.00％ （84.06％） 

平成26年度 100.00％ （84.07％） 

平成27年度 100.00％ （84.32％） 

分析コメント・

評  価 
水洗化率は100％を維持しております。 
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② 老朽化の状況 

（ア）管渠改善率 

 

指標の意味 

当該年度に更新した管渠延長の割合を表す指標で、管渠の更新ペ
ースや状況を把握できます。 

明確な数値基準はありませんが、数値が１％の場合、すべての管
路を更新するのに100年かかる更新ペースであることが把握できま
す。 

算 定 式 
改善൫更新・改良・維持൯管渠延長

下水道布設延長
 × 100 

平成25年度 0.00％ （0.03％）＊７ 

平成26年度 0.00％ （0.02％）＊７ 

平成27年度 0.00％ （0.01％）＊７ 

分析コメント・

評  価 

過年度は０％で推移しており、管渠の更新は行っておりません。
供用開始からの経過年数が浅いため、老朽化の問題には至っていま
せんが、将来的に安定した事業運営を図るため管渠の定期的な更新
を計画する必要があります。 

＊７ （ ）は類似団体平均 

 

③ 経営指標分析の全体総括 

経費回収率が低く維持管理にかかる費用が使用料で賄えていない状況にあります。現在の

ところ一般会計からの繰入により収支の均衡を保っていますが、安定的な経営を実現するた

め、コスト削減に取り組むとともに、使用料の適正化についても検討することが必要といえ

ます。 

一方、施設については平成10年に供用開始をしたところであるため、施設の老朽化は深刻

な状況には至っていませんが、年月の経過とともに老朽化は進んでいくため、施設の長寿命

化と計画的な更新投資の実施を検討する必要があります。更新投資については、今後の人口

減少により現状の施設設備は過大スペックとなることが見込まれるため、施設規模の適正化

についても検討する必要があります。 

 

  



9 

３．経営の基本方針 

 

 下水道事業は、雨水や汚水の処理による浸水の防止や生活環境の改善、水質保全等を図る観点

から必要不可欠な事業であり、快適な生活環境を確保することからも安定的な経営が求められま

す。 

 本町の農業集落排水事業は、平成10年に供用を開始いたしました。供用開始から18年が経過

し、施設の老朽化は深刻な問題とはなっていなものの、今後年月の経過とともに老朽化が進行す

ることが予想され、老朽施設の更新や維持管理費等の負担が懸念されます。 

一方で、今後は少子高齢化による人口減少等により、下水道使用料の確保は困難となることが

見込まれています。 

 以上の状況を踏まえ、本町では以下を基本方針として、安定的な農業集落排水事業の運営に取

り組んでいきます。 

 

● 安定的な事業運営 

今後の人口減少の中で安定的な事業経営を継続するため、施設の維持運用に関する委託範

囲の見直しや修繕等の発注の効率化等により、維持管理費の削減等に取り組みます。 

 

● 施設設備の長寿命化 

供用開始から18年が経過したところであり、現段階では施設設備の老朽化は深刻な問題に

なっておりませんが、今後の老朽化の進行を加味し、適切な維持管理や修繕を実施すること

で、施設設備の長寿命化を図ります。 
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４．投資・財政計画（収支計画） 

（１）投資・財政計画（収支計画） 

  収支計画は、別紙２のとおりです。 

 

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定にあたっての説明 

① 収支計画のうち投資についての説明 

平成10年の供用開始から18年が経過したところであり、施設設備の老朽化については深

刻な問題となっておりません。このため、計画期間である10年間では更新投資は見込んでお

りません。 

今後、施設設備の適切な維持管理や修繕に努めることで長寿命化を図るとともに、利用実

態に応じた更新投資の計画を検討し、老朽化に対応していきます。 

 

② 収支計画のうち財源についての説明 

（ア）料金収入（使用料収入） 

「高野町人口ビジョン」の人口予測をもとに、同様の傾向で水洗化人口が減少すると仮

定して、有収水量を予測しました。料金収入（使用料収入）は、この予測有収水量に平成

27年度の使用料単価実績を乗じて算定しました。 

今後は人口の減少にともない、料金収入（使用料収入）も減少していく見込みとなって

おります。 
 

 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 

人 口 （人） 3,435 3,368 3,280 3,250 3,221 3,191 3,161 

水洗化人口 （人） 117 115 110 109 108 107 106 

有 収 水 量 （㎥） 20,124 18,917 20,340 20,156 19,972 19,788 19,604 

使用料単価（円／㎥） 128.55 138.29 129.60 129.60 129.60 129.60 129.60 

料 金 収 入 （千円） 
（使用料収入） 

2,587 2,616 2,636 2,612 2,588 2,565 2,541 

        

 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 

人 口 （人） 3,132 3,110 3,088 3,066 3,044 3,022 3,007 

水洗化人口 （人） 105 104 104 103 102 101 101 

有 収 水 量 （㎥） 19,420 19,284 19,148 19,012 18,876 18,740 18,649 

使用料単価（円／㎥） 129.60 129.60 129.60 129.60 129.60 129.60 129.60 

料 金 収 入 （千円） 
（使用料収入） 

2,517 2,499 2,482 2,464 2,446 2,429 2,417 

※ 有収水量は小数点以下第１位、使用料単価は小数点以下第３位を四捨五入して表示しています。 
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（イ）他会計繰入金 

今後10年間の収支見通しは以下のとおりとなっております。料金収入（使用料収入）は

減少しますが、元利償還金も減っていくため、平成36年度からは収支差額は減少する見込

みとなっております。 

（単位：千円） 

 H28 H29 H30 H31 H32 H33 

料金収入（使用料収入） 2,612 2,588 2,565 2,541 2,517 2,499 

収入合計 2,612 2,588 2,565 2,541 2,517 2,499 

営業費用 8,283 5,790 5,783 5,765 5,760 6,752 

支払利息 957 875 791 705 617 527 

地方債償還金 3,372 3,454 3,538 3,624 3,712 3,802 

支出合計 12,612 10,119 10,112 10,094 10,089 11,081 

収支差額 △10,000 △7,531 △7,547 △7,553 △7,572 △8,582 

 
 H34 H35 H36 H37 H38 

料金収入（使用料収入） 2,482 2,464 2,446 2,429 2,417 

収入合計 2,482 2,464 2,446 2,429 2,417 

営業費用 6,744 6,738 6,731 6,724 6,719 

支払利息 434 340 244 156 82 

地方債償還金 3,895 3,989 3,882 3,323 2,546 

支出合計 11,073 11,067 10,857 10,203 9,347 

収支差額 △8,591 △8,603 △8,411 △7,774 △6,930 

 

収支差額に対して、一般会計からの繰入を見込んでいます。 

（単位：千円）

 H28 H29 H30 H31 H32 H33 

他会計繰入金 10,500 8,000 8,000 8,000 8,000 9,000 

（うち、基準内） 3,372 3,454 3,538 3,624 3,712 3,802 

（うち、基準外） 7,128 4,546 4,462 4,376 4,288 5,198 

 
 H34 H35 H36 H37 H38 

他会計繰入金 9,000 9,000 8,500 8,000 7,000 

（うち、基準内） 3,895 3,989 3,882 3,323 2,546 

（うち、基準外） 5,105 5,011 4,618 4,677 4,454 
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③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

（ア）維持管理費 

    ・動力費 

過年度の動力費の実績額を基礎に、有収水量に比例して計上しました。 

 

・修繕費 

老朽化が進むことを想定して平成32年までは2,000千円、以降は3,000千円を見

込みました。 
 

（単位：千円）

 H28 H29 H30 H31 H32 H33 

修繕費 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 3,000 

 
 H34 H35 H36 H37 H38 

修繕費 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 

 

・委託費 

平成27年度の臨時的業務を除外した過去3年平均額を計上しました。 

 

・その他の費用 

過去３年の平均額を計上しました。 
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（イ）支払利息 

地方債の約定利率にもとづき計上しました。 

 

（ウ）地方債償還金 

地方債の償還スケジュールにもとづき計上しました。 

 

 

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

① 今後の投資についての考え方・検討状況 

投資の平準化に関する事項 

今後10年間は適切な維持管理により、設備の長寿命化に努めますが、次の10年間では

更新投資が必要となる見込みです。使用実態に見合った適切な投資となるよう、検討を重

ねていきます。 

 

② 今後の財源についての考え方・検討状況 

使用料の見直しに関する事項 

使用料については、他の下水道事業の料金水準も考慮して、適切な水準となるよう検討

していきます。 

 

③ 投資以外の経費についての考え方・検討状況 

委託料に関する事項 

現在の民間委託を継続しつつ、民間委託の範囲を見直していくことにより経費削減を検

討します。  
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５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

 

経営戦略は、毎年度進捗管理（モニタリング）を行うとともに、３～５年に一度見直し（ロー

リング）を行うことが必要です。 

 見直しに当たっては、経営戦略の達成度を評価し、投資・財政計画やそれを構成する投資試

算、財源試算と実績との乖離及びその原因を分析し、その結果を企業経営に反映させる計画策定

（Plan）－実施（Do）－検証（Check）－見直し（Action）のサイクル（PDCA サイクル）を

導入します。 

 

毎年度の進捗管理 

 投資・財政計画における実績値の把握と計画との乖離を確認 

 著しい乖離がある場合には、その原因と対策を検討 

 経営指標を分析し、経営健全化に向けた状況把握と今後の取組の方向性を確認 

 

５年毎の検証・見直し 

 投資・財政計画の実績推移の把握 

 計画値との乖離が大きい場合には、将来見通しの再評価 

 投資計画における内容の精査 

 新たな投資が必要な場合にはその財源についても再検証 

 経営指標の算定による経営状況の再評価及び必要に応じて新たな目標の設定  

 

  



別紙１

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
和歌山県　高野町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

24.07 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2)

法非適用 下水道事業 農業集落排水 F2 3,298 137.03

－

- 該当数値なし 3.35 100.00 3,400 110 0.31 354.84 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　下水道事業は普及し、⑧水洗化率は100％を達成
しており、現在は安定した維持管理に努めてい
る。
　収支では、一般会計繰入金（収入）により①収
益的収支比率は100％以上を保っているが、収入に
占める一般会計繰入金の割合は大きい。⑤経費回
収率は低迷しており、汚水処理にかかる費用が使
用料収入で賄えていない状態が続いている。
　企業債（借金）については、新規の借り入れは
無く安定しており、④企業債残高対事業規模比率
は減少傾向にある。
　費用では経費削減を行ってきたが、電気・材
料・委託料の値上等により⑥汚水処理原価が上昇
している。
　⑦施設利用率は類似団体平均を上回っている
が、水洗化率が100％であること、今後は人口減少
により料金確保が難しいことを考えると新たな設
備投資には慎重な検討が必要である。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

将来、耐用年数を迎える管路の更新計画が必要で
ある。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

全体総括

　高野町では、公共下水道・特定環境保全公共下
水道・農業集落排水・個別排水処理・生活排水処
理と下水道事業を展開しており、下水道普及に努
めている。この結果、類似団体平均を大きく上回
る水洗化率を達成している。このうち、農業集落
排水は花坂地区の汚水処理を行っている。
　過疎化の進むなか安定した事業運営を目指し、
料金の確保に努めているが、一般会計からの繰入
（補助）も必要である。今後は、維持管理の削減
及び施設・管路の長寿命化を検討し一般会計の負
担軽減を図る必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」
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⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【1,015.77】
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

別紙２

（単位：千円、％）
年　　　　度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38

区 分 （決算） （決算） （決算） （決算見込）

1 (A) 8,587 7,116 14,136 13,112 10,588 10,565 10,541 10,517 11,499 11,482 11,464 10,946 10,429 9,417

（１） (B) 2,587 2,616 2,636 2,612 2,588 2,565 2,541 2,517 2,499 2,482 2,464 2,446 2,429 2,417

ア 2,587 2,616 2,636 2,612 2,588 2,565 2,541 2,517 2,499 2,482 2,464 2,446 2,429 2,417

イ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ウ (C) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

エ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２） 6,000 4,500 11,500 10,500 8,000 8,000 8,000 8,000 9,000 9,000 9,000 8,500 8,000 7,000

ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

イ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ウ 6,000 4,500 11,500 10,500 8,000 8,000 8,000 8,000 9,000 9,000 9,000 8,500 8,000 7,000

エ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２ (D) 5,838 5,796 10,554 9,240 6,665 6,574 6,470 6,377 7,279 7,178 7,078 6,975 6,880 6,801

（１） 4,647 4,681 9,517 8,283 5,790 5,783 5,765 5,760 6,752 6,744 6,738 6,731 6,724 6,719

ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ウ 4,647 4,681 9,517 8,283 5,790 5,783 5,765 5,760 6,752 6,744 6,738 6,731 6,724 6,719

（２） 1,191 1,115 1,037 957 875 791 705 617 527 434 340 244 156 82

ア 1,191 1,115 1,037 957 875 791 705 617 527 434 340 244 156 82

イ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３ (E) 2,749 1,320 3,582 3,872 3,923 3,991 4,071 4,140 4,220 4,304 4,386 3,971 3,549 2,616

1 (F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（３） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（５） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（６） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（７） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（８） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２ (G) 5,385 3,214 3,292 3,372 3,454 3,538 3,624 3,712 3,802 3,895 3,989 3,882 3,323 2,546

（１） 2,247 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２） (H) 3,138 3,214 3,292 3,372 3,454 3,538 3,624 3,712 3,802 3,895 3,989 3,882 3,323 2,546

（３） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（５） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３ (I) -5,385 -3,214 -3,292 -3,372 -3,454 -3,538 -3,624 -3,712 -3,802 -3,895 -3,989 -3,882 -3,323 -2,546
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

別紙２

（単位：千円、％）
年　　　　度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38

区 分 （決算） （決算） （決算） （決算見込）

(J) -2,636 -1,894 290 500 469 453 447 428 418 409 397 89 226 70

(K) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(L) 5,425 2,789 895 1,185 1,685 2,154 2,607 3,054 3,482 3,900 4,309 4,706 4,795 5,021

(M) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(N) 2,789 895 1,185 1,685 2,154 2,607 3,054 3,482 3,900 4,309 4,706 4,795 5,021 5,091

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 2,789 895 1,185 1,685 2,154 2,607 3,054 3,482 3,900 4,309 4,706 4,795 5,021 5,091

(Q) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(Q)

(B)-(C)

(A)

(D)+(H)

(S) 2,587 2,616 2,636 2,612 2,588 2,565 2,541 2,517 2,499 2,482 2,464 2,446 2,429 2,417

(T)

(U)

(V)

(W)

(X) 47,430 44,216 40,924 37,552 34,098 30,560 26,936 23,224 19,422 15,527 11,538 7,656 4,333 1,787

○他会計繰入金

年　　　度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38

区 分 （決算） （決算） （決算） （決算見込）

6,000 4,500 11,500 10,500 8,000 8,000 8,000 8,000 9,000 9,000 9,000 8,500 8,000 7,000

3,138 3,214 3,292 3,372 3,454 3,538 3,624 3,712 3,802 3,895 3,989 3,882 3,323 2,546

2,862 1,286 8,208 7,128 4,546 4,462 4,376 4,288 5,198 5,105 5,011 4,618 4,677 4,454

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6,000 4,500 11,500 10,500 8,000 8,000 8,000 8,000 9,000 9,000 9,000 8,500 8,000 7,000

収 支 再 差 引 (E)+(I)

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

赤 字 比 率 （ ×100

積 立 金

前 年 度 か ら の 繰 越 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

0 0 0 0 0 0） 0 0 0 0 0 0 0 0

102 104 105 104 104 104収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 96 79 104 104 104 101 102 101

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

基 準 内 繰 入 金

基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

基 準 内 繰 入 金

基 準 外 繰 入 金

合 計

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り
算 定 し た 資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

収 益 的 収 支 分
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